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第１章 総則 

(趣旨) 

第１条 この規則は、竹富町自然環境保護条例(平成 29 年竹富町条例第１０号。以下「条例」と

いう。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(用語) 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。 

 

第２章 希少野生動植物の保護 

第１節 希少野生動植物の指定 

(希少野生動植物の指定等の案の公告) 

第３条 条例第８条第３項(同条第 6 項において準用する場合を含む。)の規定による公告は、次

に掲げる事項を役場の掲示場(以下「掲示場」という。)に掲示して行うものとする。 

(１) 指定をしようとする希少野生動植物又は指定の解除をしようとする希少野生動植物の

名称 

(２) 指定又は指定の解除をしようとする理由 

 

第２節 生息地等の保護に関する規制 

(希少野生動植物保護区の指定の公告) 

第４条 条例第 11 条第４項の規定による公告は、次に掲げる事項を掲示場に掲示して行うもの

とする。 

(１) 希少野生動植物保護区の名称 

(２) 条例第 11 条第２項に規定する指定の区域等の案 

(３) 前号に掲げる事項の縦覧場所 

 

(希少野生動植物保護区の指定等に係る公聴会) 

第５条 町長は、条例第 11 条第６項(同条第 10 項において準用する場合を含む。)の規定により

公聴会を開催しようとするときは、その日時、場所及び公聴会において意見を聴こうとする

案件を公示するとともに、当該案件に関し意見を聴く必要があると認めた者(以下「公述人」

という。)にその旨を通知するものとする。 



２ 前項の公示は、公聴会の日の３週間前までに行うものとする。 

３ 第１項の規定による通知を受けた公述人は、公聴会の日の１週間前までに、当該公聴会にお

いて意見を聴こうとする案件に対する意見の要旨及び理由を記載した文書を町長に提出しな

ければならない。 

４ 公聴会は、町長が指名する職員が議長として主宰する。 

５ 公聴会においては、議長は、まず公述人のうち意見を聴こうとする案件に対して異議を有す

る者に異議の要旨及び理由を陳述させなければならない。ただし、その者が出席していない

ときは、その者が提出した意見書の朗読をもってその陳述に代えることができる。 

６ 公述人は、発言しようとするときは、議長の許可を受けなければならない。 

７ 議長は、特に必要があると認めるときは、公聴会を傍聴している者に発言を許すことができ

る。 

８ 公述人及び発言を許された者の発言は、意見を聴こうとする案件の範囲を超えてはならない。 

９ 公述人及び発言を許された者が前項の範囲を超えて発言し、又は不穏当な言動をしたときは、

議長は、その発言を禁止し、又は退場を命ずることができる。 

10 議長は、公聴会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、その秩序を乱し、又は

不穏当な言動をした者を退去させることができる。 

11 議長は、公聴会の終了後遅滞なく、当該公聴会の経過に関する事項を記載した調書を作成

し、これに署名押印しなければならない。 

 

(希少野生動植物保護区における行為の許可の申請) 

第６条 条例第 12 条第２項の規定による許可の申請は、希少野生動植物保護区内行為許可申請

書(届出書)(様式第１号)を町長に提出して行うものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる図面及び写真を添付しなければならない。 

(１) 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図 

(２) 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺 5,000分の１以上の概況図及びカラー写

真 

(３) 行為の施行方法を明らかにした縮尺 1,000 分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構

造図 

 

(既着手行為の届出) 

第７条 条例第 12 条第５項の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 行為者の住所及び氏名(法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者又は管

理人の氏名) 

(２) 行為の種類 

(３) 行為の目的 

(４) 行為の場所 

(５) 行為地及びその付近の状況 

(６) 行為の施行方法 

(７) 行為の着手日及び完了予定日 

２ 条例第 12 条第５項の規定による届出は、希少野生動植物保護区内既着手行為届出書(様式第

２号)を町長に提出して行わなければならない。 

３ 前項の届出書には、次に掲げる図面及び写真を添付しなければならない。 

(１) 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図 

(２) 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺 5,000分の１以上の概況図及びカラー写

真 

(３) 行為の施行方法を明らかにした縮尺 1,000 分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構

造図 

 

 



(非常災害に対する必要な応急措置としての行為の届出) 

第８条 条例第 12 条第７項の規定による届出は、希少野生動植物保護区内非常災害対策応急措

置行為届出書(様式第３号)を町長に提出して行うものとする。 

２ 前項の届出書には、行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図を添付しなけ

ればならない。 

 

第３節 保護管理事業 

(保護管理事業の認定の申請) 

第９条 国等以外の者は、条例第 18 条第１項の認定を受けようとするときは、保護管理事業(変

更)認定申請書(様式第４号)を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 保護管理事業の事業計画書(作成した場合に限る。) 

(２) 申請者の略歴を記載した書類(法人その他の団体にあっては、現に行っている業務又は活

動の概要を記載した書類) 

(３) 法人にあっては、定款又は寄附行為、登記事項証明書並びにその役員の氏名及び略歴を

記載した書類 

(４) 法人以外の団体にあっては、当該団体の構成員の住所及び氏名並びに代表者又は管理者

の略歴を記載した書類その他町長が必要と認める書類 

３ 条例第 18 条第１項の認定を受けた者が、住所又は氏名(法人にあっては主たる事務所の所在

地、名称又は代表者の氏名、法人以外の団体にあっては名称又は代表者、管理者の住所若しく

は氏名)を変更したときは、速やかにその旨を町長に届け出なければならない。 

 

(認定保護管理事業の告示) 

第 10 条 条例第 18 条第２項の規定による告示は、認定を受けた保護管理事業を行う者の住所

及び氏名(法人にあっては主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名、法人以外の団体に

あっては名称及び代表者又は管理者の住所並びに氏名)並びに認定を受けた保護管理事業の事

業計画を掲示場に掲示して行うものとする。 

 

(保護管理事業の廃止等の通知) 

第 11 条 条例第 20 条第１項の規定による通知は、認定保護管理事業廃止等通知書(様式第５号)

を速やかに町長に提出して行わなければならない。 

 

第４節 特別希少野生動植物の指定 

(特別希少野生動植物の指定等の案の公告) 

第 12 条 条例第 21 条第３項(同条第 6 項において準用する場合を含む。)の規定による公告は、

次に掲げる事項を掲示場に掲示して行うものとする。 

(１) 指定をしようとする特別希少野生動植物又は指定の解除をしようとする特別希少野生

動植物の名称 

(２) 指定又は指定の解除をしようとする理由 

 

第５節 個体の取扱いに関する規制 

(捕獲等の禁止の適用除外) 

第 13 条 条例第 24 条第２号の規則で定めるやむを得ない事由は、次に掲げるものとする。 

(１) 人の生命又は身体の保護のために必要であること。 

(２) 大学における教育又は学術研究のために捕獲等をするものであること。 

(３) 非常災害に対する必要な応急措置としての行為に伴って捕獲等をするものであること。 

(４) 個体の保護のための移動又は移植を目的として当該個体の捕獲等をすることであるこ

と。 

 



(捕獲等の許可の申請及び許可証等) 

第 14 条 条例第 25 条第２項の規定による許可の申請は、特別希少野生動植物捕獲等許可申請

書(届出書)(様式第６号)を町長に提出して行うものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる図面及び写真を添付しなければならない。 

(１) 捕獲等をする区域(移動又は移植をしようとする場合にあっては、移動又は移植をする区

域を含む。)の状況を明らかにした図面 

(２) 捕獲等をした個体を飼養栽培し、又は繁殖させようとする場合にあっては、飼養栽培施

設又は繁殖施設の規模及び構造を明らかにした図面及びカラー写真 

(３) 捕獲等をしようとする個体が動物である場合にあっては、捕獲等の方法を明らかにした

図面 

３ 条例第 25 条第５項の許可証(以下この条において「許可証」という。)の様式は、特別希少

野生動植物捕獲等許可証(様式第７号)とする。 

４ 条例第 25 条第１項の許可を受けた者は、その許可が効力を失った日から起算して 30 日以

内に許可証を町長に返納しなければならない。 

５ 条例第 25 条第１項の許可を受けた者は、前項の規定により許可証を返納する場合にあって

は、捕獲等に係る個体の捕獲等の場所別の数量及び処置の概要を町長に報告しなければならな

い。 

 

(個体の取扱方法) 

第 15 条 条例第 25 条第７項の規則で定める方法は、次に掲げるものとする。 

(１) 個体を飼養栽培する場合にあっては、適当な飼養栽培施設に収容すること。 

(２) 個体の生息若しくは生育に適した条件を維持し、又は当該個体を損傷しないよう適切に

管理すること。 

 

(身分証明書) 

第 16 条 条例第 27 条第３項、第 35 条第３項、及び条例第 37 条第３項の身分を示す証明書は、

身分証明書(様式第 8 号)とする。 

 

(特別希少野生動植物の加工品) 

第 17 条 条例第 28 条の規則で定める加工品は、特別希少野生動植物の個体のはく製その他の

標本(はく製その他の標本として製作する過程のものを含む。)とする。 

 

第 3 章 外来生物による生態系等に係る被害の防止 

第 1 節 指定外来生物の指定 

(指定外来生物の指定等の案の公告) 

第 18 条 条例第 29 条第３項(同条第 6 項において準用する場合を含む。)の規定による公告は、

次に掲げる事項を掲示場に掲示して行うものとする。 

(１) 指定をしようとする指定外来生物又は指定の解除をしようとする指定外来生物の名称 

(２) 指定又は指定の解除をしようとする理由 

 

第 2 節 個体の取扱いに関する規制 

(飼養等の届出) 

第 19 条 条例第 30 条第１項及び第３項の届出は、指定外来生物飼養等届出書(様式第９号)に飼

養等のための施設の構造及び規模を明らかにした図面及び写真を添えてしなければならない。 

 

(飼養等の届出を要しない事由) 

第 20 条 条例第 30 条第１項の規則で定めるやむを得ない事由は、次に掲げるものとする。 

(１) 飼養等を開始した日から起算して 30 日を経過する日までの間、飼養等をするものであ

ること。 



(２) 国、県又は町が行う指定外来生物の個体の防除を補助するため当該指定外来生物の個体

の保管又は運搬をするものであること。 

(３) 獣医師法(昭和 24 年法律第 186 号)第４章の規定による業務に伴って飼養等をするもの

であること。 

(４) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号)その他の関係法律及びこ

れらの規定に基づく命令の規定により行う廃棄物の処理に伴って保管又は運搬をするも

のであること。 

(５) 食品衛生法施行令(昭和 28 年政令第 229 号)第 35 条第１号に規定する飲食店営業につい

て食品衛生法(昭和 22 年法律第 233 号)第 52 条第１項の許可を受けた者が、食用に供する

ために、適合飼養等施設とともに譲り受け、当該適合飼養等施設内において保管をするも

のであること。 

 

(届出事項) 

第 21 条 条例第 30 条第１項第５号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 飼養等をする目的 

(２) 飼養等の管理体制に係る次に掲げる事項 

ア 適合飼養等施設の点検方法 

イ 届出後に指定外来生物の個体の飼養等が困難となった場合の対処方法 

ウ 指定外来生物の個体を運搬する場合にあっては、その運搬の際の当該指定外来生物の個体

の逸出防止措置 

 

(軽微な変更) 

第 22 条 条例第 30 条第２項の規則で定める軽微な変更は、指定外来生物の個体の数量の変更

(飼養等のための施設の構造又は規模の変更を伴うものを除く。)とする。 

 

(飼養等変更事項の届出) 

第 23 条 条例第 30 条第２項の規定による届出は、飼養等をやめたときにあっては指定外来生

物飼養等廃止届出書(様式第 10 号)を、届出に係る事項に変更があったときにあっては指定外

来生物飼養等届出事項変更届出書(様式第 11 号)を提出して行うものとする。 

 

(適合飼養等施設の基準) 

第 24 条 条例第 31 条第１項の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。 

(１) 指定外来生物の種類に応じ、その逸出を防止できる構造及び強度とすること。 

(２) 人の生命又は身体に係る被害を及ぼし、又は及ぼすおそれがある指定外来生物について

は、当該指定外来生物の個体に係る取扱者以外の者が容易に当該指定外来生物の個体に触

れるおそれがない構造及び強度とすること。 

 

(飼養等の方法) 

第 25 条 条例第 31 条第２項の規則で定める方法は、次に掲げるものとする。 

(１) 指定外来生物の個体の飼養等の状況の確認及び適合飼養等施設の保守点検を定期的に

行うこと。 

(２) 第 21 条第２号に規定する管理体制に係る事項を遵守すること。 

(３) 適合飼養等施設の清掃、修繕その他やむを得ない事情で一時的に適合飼養等施設の外で

飼養等をする場合には、指定外来生物の個体の逸出防止措置を講ずること。 

(４) 水中で飼養等をする指定外来生物については、適合飼養等施設の水の交換に当たっては、

指定外来生物の個体が逸出することのないよう、ろ過した上で排水すること。 

(５) 人の生命又は身体に係る被害を及ぼし、又は及ぼすおそれがある指定外来生物について

は、第三者の接触等を禁止する旨の標識を掲出すること。 

 



第 4 章 推進体制の整備等 

(野生動植物保護推進員) 

第 26 条 条例第 49 条第４項の規則で定める調査は、次に掲げるものとする。 

(１) 特別希少野生動植物の個体に関する研究又は教育を目的とする調査であって、あらかじ

め町長に届け出たもの 

(２) 特別希少野生動植物の個体の保護のための移動又は移植を目的とする調査であって、あ

らかじめ町長に届け出たもの 

２ 町長は、推進員が、その職務の遂行に支障があるとき、その職務を怠ったとき、又は条例の

規定に違反し、その他推進員たるにふさわしくない非行があったときは、その推進員を解任

することがある。 

３ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特別希少野生動植物の捕獲等をするときは、竹

富町野生動植物保護推進員証(様式第 12 号)を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

４ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特別希少野生動植物の捕獲等をしたときは、町

長が定めるところにより町長に報告するものとする。 

 

第５章 雑則 

(国等に関する協議の適用除外等) 

第 27 条 条例第 50 条第２項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(１) 人の生命又は身体の保護のために必要であるとき。 

(２) 国等の試験研究機関が試験研究のために必要であるとき。 

(３) 傷病その他の理由により緊急な個体の保護を必要とするとき。 

(４) 非常災害に対する必要な応急措置として必要であるとき。 

 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 



 

様式第１号(第６条関係) 

 希少野生動植物保護区内行為許可申請書(届出書) 

 

様式第２号(第７条関係) 

 希少野生動植物保護区内既着手行為届出書 

 

様式第３号(第８条関係) 

 希少野生動植物保護区内非常災害対策応急措置行為届出書 

 

様式第４号(第９条関係) 

 保護管理事業(変更)認定申請書 

 

様式第５号(第 11 条関係) 

 認定保護管理事業廃止等通知書 

 

様式第６号(第 14 条関係) 

 特別希少野生動植物捕獲等許可申請書(届出書) 

 

様式第７号(第 14 条関係) 

 特別希少野生動植物捕獲等許可証 

 

様式第８号(第 16 条関係) 

 身分証明書 

 

様式第９号(第 19 条関係) 

 指定外来生物飼養等届出書 

 

様式第 10 号(第 23 条関係) 

 指定外来生物飼養等廃止(届出事項変更)届出書 

 

様式第 11 号(第 23 条関係) 

 指定外来生物飼養等届出事項変更届出書 

 

様式第 12 号(第 26 条関係) 

 竹富町野生動植物保護推進員証 

 

 



様式第１号（第６条関係） 
 

希少野生動植物保護区内行為許可申請書（届出書） 
年  月  日  

 竹富町長         様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
申請（届出）者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

特定希少野生動植物保護区の
名 称   

行 為 の 種 類   
行 為 の 目 的 及 び 必 要 性   
行 為 の 場 所   
行為地及びその付近の状況   
行 為 の 施 行 方 法   

行為の着手及び完了の予定日 
着手予定年月日 年  月  日 

完了予定年月日 年  月  日 

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 不要の文字は、抹消すること。 
３ 記名押印に代えて署名することができる。 
４ 「行為の種類」の欄には、竹富町自然環境保護条例（平成29年竹富町条例第10号。以下
「条例」という。）第12条第１項各号に掲げる行為の区分により記載すること。 

５ 「行為の場所」の欄には、大字名及び地番又は地先を記載すること。 
６ 「行為地及びその付近の状況」の欄には、地形、植生等の状況を記載すること。 
７ 「行為の施行方法」の欄には、次により必要な事項を記載するとともに、希少野生動植物
の個体の生息地又は生育地への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。 
(１) 条例第12条第１項第１号に掲げる行為にあっては、工作物の種類、敷地面積、規模、構
造及び主要材料 

(２) 条例第12条第１項第２号に掲げる行為にあっては、施行面積及び行為の方法 
(３) 条例第12条第１項第３号に掲げる行為にあっては、鉱物又は土石の種類、採掘又は採取
の量、採掘又は採取の設備及び土地の形状を変更する箇所の面積 

(４) 条例第12条第１項第４号に掲げる行為にあっては、埋立て又は干拓の面積及び工事の方
法 

(５) 条例第12条第１項第５号に掲げる行為にあっては、水位又は水量の増減の原因となる行
為、水位又は水量の増減の及ぶ範囲、水位又は水量の増減を及ぼす時期及び量並びに使用
する設備 

(６) 条例第12条第１項第６号に掲げる行為にあっては、伐採種別、伐採樹種、伐採面積、伐
採木竹の樹齢及び胸高直径、伐採材積並びに伐採設備 

(７) 条例第12条第１項第７号に掲げる行為にあっては、捕獲等をする野生動植物の種の個体
その他の物の種類、数量及び捕獲等の方法 

(８) 条例第12条第１項第８号に掲げる行為にあっては、汚水又は廃水の水質、排出の時期及
び量並びに排水の方法又は設備 

(９) 条例第12条第１項第９号に掲げる行為にあっては、使用する車馬若しくは動力船又は離
発着させる航空機の種類及び数、使用又は離発着の方法並びに当該行為に係る土地の範囲
及び面積 

(10) 条例第12条第１項第10号に掲げる行為にあっては、当該行為に係る個体の種類、量及び
方法 

(11) 条例第12条第１項第11号に掲げる行為にあっては、散布する物質の種類、量及び方法 
(12) 条例第12条第１項第12号に掲げる行為にあっては、当該行為の及ぶ面積及び使用設備 
(13) 条例第12条第１項第13号に掲げる行為にあっては、観察の頻度及び方法並びに使用器具 

８ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。 
(１) 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図 
(２) 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺5,000分の１以上の概況図及びカラー写真 
(３) 行為の施行方法を明らかにした縮尺1,000分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構造
図 



 

 

様式第２号（第７条関係） 
 

希少野生動植物保護区内既着手行為届出書 
年  月  日  

 竹富町長        様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
届出者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

希少野生動植物保護区の名称   

行 為 の 種 類   

行 為 の 目 的 及 び 必 要 性   

行 為 の 場 所   

行為地及びその付近の状況   

行 為 の 施 行 方 法   

行為の着手日及び完了予定日 着 手 年 月 日 年  月  日 

完了予定年月日 年  月  日 

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 記名押印に代えて署名することができる。 
３ 「行為の種類」の欄には、竹富町自然環境保護条例（平成29年竹富町条例第10号。以下
「条例」という。）第12条第１項各号に掲げる行為の区分により記載すること。 

４ 「行為の場所」の欄には大字名及び地番又は地先を記載すること。 
５ 「行為地及びその付近の状況」の欄には、地形、植生等の状況を記載すること。 
６ 「行為の施行方法」の欄には、次により必要な事項を記載するとともに、希少野生動植物
の個体の生息地又は生育地への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。 
(１) 条例第12条第１項第１号に掲げる行為にあっては、工作物の種類、敷地面積、規模、構
造及び主要材料 

(２) 条例第12条第１項第２号に掲げる行為にあっては、施行面積及び行為の方法 
(３) 条例第12条第１項第３号に掲げる行為にあっては、鉱物又は土石の種類、採掘又は採取
の量、採掘又は採取の設備及び土地の形状を変更する箇所の面積 

(４) 条例第12条第１項第４号に掲げる行為にあっては、埋立て又は干拓の面積及び工事の方法 
(５) 条例第12条第１項第５号に掲げる行為にあっては、水位又は水量の増減の原因となる行
為、水位又は水量の増減の及ぶ範囲、水位又は水量の増減を及ぼす時期及び量並びに使用
する設備 

(６) 条例第12条第１項第６号に掲げる行為にあっては、伐採種別、伐採樹種、伐採面積、伐
採木竹の樹齢及び胸高直径、伐採材積並びに伐採設備 

(７) 条例第12条第１項第７号に掲げる行為にあっては、捕獲等をする野生動植物の種の個体
その他の物の種類、数量及び捕獲等の方法 

(８) 条例第12条第１項第８号に掲げる行為にあっては、汚水又は廃水の水質、排出の時期及
び量並びに排水の方法又は設備 

(９) 条例第12条第１項第９号に掲げる行為にあっては、使用する車馬若しくは動力船又は離発
着させる航空機の種類及び数、使用又は離発着の方法並びに当該行為に係る土地の範囲及び
面積 

(10) 条例第12条第１項第10号に掲げる行為にあっては、当該行為に係る個体の種類、量及び
方法 

(11) 条例第12条第１項第11号に掲げる行為にあっては、散布する物質の種類、量及び方法 
(12) 条例第12条第１項第12号に掲げる行為にあっては、当該行為の及ぶ面積及び使用設備 
(13) 条例第12条第１項第13号に掲げる行為にあっては、観察の頻度及び方法並びに使用器具 

７ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。 
(１) 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図 
(２) 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺5,000分の１以上の概況図及びカラー写真 
(３) 行為の施行方法を明らかにした縮尺1,000分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構造
図 



様式第３号（第８条関係） 
 

希少野生動植物保護区内非常災害対策応急措置行為届出書 

年  月  日  
 竹富町長        様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
届出者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

希少野生動植物保護区の名称   

行 為 の 種 類   

行 為 の 目 的 及 び 必 要 性   

行 為 の 場 所   

行為地及びその付近の状況   

行 為 の 施 行 方 法   

行 為 の 完 了 （ 予 定 ） 日 完了(予定)年月日 年  月  日 

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 不要の文字は、抹消すること。 
３ 記名押印に代えて署名することができる。 
４ 「行為の種類」の欄には、竹富町自然環境保護条例（平成29年竹富町条例第10号。以
下「条例」という。）第12条第１項各号に掲げる行為の区分により記載すること。 

５ 「行為の場所」の欄には、大字名及び地番又は地先を記載すること。 
６ 「行為地及びその付近の状況」の欄には、地形、植生等の状況を記載すること。 
７ 「行為の施行方法」の欄には、次により必要な事項を記載するとともに、希少野生動
植物の個体の生息地又は生育地への当該行為の影響を軽減するための方法を記載するこ
と。 
(１) 条例第12条第１項第１号に掲げる行為にあっては、工作物の種類、敷地面積、規模、
構造及び主要材料 

(２) 条例第12条第１項第２号に掲げる行為にあっては、施行面積及び行為の方法 
(３) 条例第12条第１項第３号に掲げる行為にあっては、鉱物又は土石の種類、採掘又は
採取の量、採掘又は採取の設備及び土地の形状を変更する箇所の面積 

(４) 条例第12条第１項第４号に掲げる行為にあっては、埋立て又は干拓の面積及び工事
の方法 

(５) 条例第12条第１項第５号に掲げる行為にあっては、水位又は水量の増減の原因とな
る行為、水位又は水量の増減の及ぶ範囲、水位又は水量の増減を及ぼす時期及び量並
びに使用する設備 

(６) 条例第12条第１項第６号に掲げる行為にあっては、伐採種別、伐採樹種、伐採面積、
伐採木竹の樹齢及び胸高直径、伐採材積並びに伐採設備 

(７) 条例第12条第１項第７号に掲げる行為にあっては、捕獲等をする野生動植物の種の
個体その他の物の種類、数量及び捕獲等の方法 

(８) 条例第12条第１項第８号に掲げる行為にあっては、汚水又は廃水の水質、排出の時
期及び量並びに排水の方法又は設備 

(９) 条例第12条第１項第９号に掲げる行為にあっては、使用する車馬若しくは動力船又
は離発着させる航空機の種類及び数、使用又は離発着の方法並びに当該行為に係る土
地の範囲及び面積 

(10) 条例第12条第１項第10号に掲げる行為にあっては、当該行為に係る個体の種類、量
及び方法 

(11) 条例第12条第１項第11号に掲げる行為にあっては、散布する物質の種類、量及び方法 
(12) 条例第12条第１項第12号に掲げる行為にあっては、当該行為の及ぶ面積及び使用設備 
(13) 条例第12条第１項第13号に掲げる行為にあっては、観察の頻度及び方法並びに使用
器具 

８ 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図を添付すること。 



様式第４号（第９条関係） 

 

保護管理事業（変更）認定申請書 

年  月  日  

 竹富町長       様 

 

住 所（法人にあっては主たる事務所の所在地、   

法人以外の団体にあっては代表者の住所）      

申請者                         

氏 名（法人その他の団体にあっては、名称及び   

代表者の氏名）               ○印   

保護管理事業の対象となる 

希 少 野 生 動 植 物 
 

保 護管理事業の目的  

保 護管理事業を実施 

し よ う と す る 区 域 
 

保 護管理事業の概要  

保護管理事業開始予定日 年  月  日 

 注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  ２ 不要の文字は、抹消すること。 

  ３ 記名押印に代えて署名することができる。 

  ４ 次に掲げる書類を添付すること。 

   (１) 保護管理事業の事業計画書（作成した場合に限る） 

   (２) 申請者の略歴を記載した書類（法人その他の団体にあっては、現に行っている

業務又は活動の概要を記載した書類） 

   (３) 法人にあっては、定款又は寄附行為、登記事項証明書並びにその役員の氏名及

び略歴を記載した書類 

   (４) 法人以外の団体にあっては、当該団体の構成員の住所及び氏名並びに代表者又

は管理者の略歴を記載した書類その他町長が必要と認める書類 



様式第５号（第11条関係） 

 

認定保護管理事業廃止等通知書 

年  月  日  

 竹富町長        様 

 

住 所（法人にあっては主たる事務所の所在地、   

法人以外の団体にあっては代表者の住所）      

申請者                         

氏 名（法人その他の団体にあっては、名称及び   

代表者の氏名）               ○印   

認 定 を 受 け た 日 年  月  日 

廃 止 等 を す る 理 由  

廃止等をする日又は予定日 年  月  日 

 注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

  ２ 記名押印に代えて署名することができる。 

 



様式第６号（第14条関係） 

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 不要の文字は、抹消すること。 
３ 記名押印に代えて署名することができる。 
４ 「種名」の欄は、卵又は種子を採取しようとする場合にあっては、その旨を記述
すること。 

５ 「捕獲等をする区域及び当該区域の状況」の欄には、捕獲等をする区域（移動又
は移植をしようとする場合にあっては、移動又は移植をする区域を含む。以下同
じ。）の所在地、捕獲等をしようとする種の個体の生息又は生育の状況並びに当該
個体の生息地又は生育地及びその周辺の環境について詳細に記載すること。 

６ 「捕獲等の方法」の欄には、捕獲等に係る方法又は使用する器具若しくは材料の
名称等を記載すること。 

７ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。 
(１) 捕獲等をする区域の状況を明らかにした図面 
(２) 捕獲等をした個体を飼養栽培し、又は繁殖させようとする場合にあっては、飼
養栽培施設又は繁殖施設の規模及び構造を明らかにした図面及びカラー写真 

(３) 捕獲等をしようとする個体が動物である場合にあっては、捕獲等の方法を明ら
かにした図面 

特別希少野生動植物捕獲等許可申請書（届出書） 
年  月  日  

 竹富町長         様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
申請（届出）者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

捕獲等をしようと
す る 個 体 

種  名  
数  量  

捕獲等をする目的及び必要性  
捕 獲 等 を す る 区 域 
及 び 当 該 区 域 の 状 況 

 

捕 獲 等 の 方 法  
捕獲等をした個体の輸送方法 
(生きている個体の場合に限る｡) 

 

捕 獲 等 を し よ う と す る 期 間  

捕獲等

をした

個体を

飼養栽

培しよ

うとす

る場合 

飼養栽培場所の所在地  
飼 養 栽 培 施 設 の 
規 模 及 び 構 造 

 

飼養栽培

の取扱者 

住  所  
氏  名  

職 業 及 び 飼 
養 栽 培 に 関 
す る 経 歴 

 

捕獲等

をした

個体を

繁殖さ

せよう

とする

場 合 

繁 殖 場 所 の 所 在 地  
繁 殖 施 設 の 
規 模 及 び 構 造 

 

繁 殖 の 

取 扱 者 

住  所  
氏  名  

職 業 及 び 
繁 殖 に 関 
す る 経 歴 

 



様式第７号（第14条関係） 

 

 

（表） 

 

特別希少野生動植物捕獲等許可証 

第     号  

年  月  日  

 

 有効期間    年  月  日から 

         年  月  日まで 

 

竹富町長        □印   

住所又は主たる事務所の所在地  

氏名又は名称及び代表者の氏名  

種 名  

数 量  

目 的  

区 域  

方 法  

条 件  

 

（裏） 

 

注 意              

 

１ この許可証は、捕獲等の際には必ず携帯しなければならない。 

２ この許可証は、その効力を失った日から起算して30日以内に、竹富町長に返

納しなければならない。 

３ この許可証を返納する際、次の欄に所要事項を記入することにより、竹富町

自然環境保護条例施行規則（平成29年竹富町規則第３号）第14条第５項の規定

による報告とすることができる。 

 捕獲等の場所 捕獲等をした数量 処置の概要  

     

     

     

     

注 大字名ごとに実施した内容をまとめて記入すること。 

 



様式第８号（第16条関係） 

 

（表） 

身 分 証 明 書              

 写  真 

第     号  

年 月 日交付        

年 月 日まで有効        

 

所 属               

職 名               

氏 名                 

 上記の者は、竹富町自然環境保護条例（平成29年竹富町条例第10号）第27条第２項、第35条第２項

及び第37条第１項に規定する職員であることを証明する。 

     年  月  日 

 

竹富町長        □印   

（裏） 

竹富町自然保護条例（抜粋） 

 (報告徴収及び立入検査等) 

第27条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、第25条第１項の許可を受けた者に対して、

特別希少野生動植物の個体の取扱い状況その他必要な事項について報告を求めることができる。 

２ 町長は、この条例の施行に必要な限度において、職員に、特別希少野生動植物の個体の飼養栽培

施設等に立入り、特別希少野生動植物の個体、飼養栽培施設、書類その他の物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。 

３ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

４ 第１項及び第2項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

(報告徴収及び立入検査等) 

第35条 町長は、第29条から前条までの規定の施行に必要な限度において、指定外来生物の個体の飼

養等をする者又は販売を業とする者に対して、町内における指定外来生物の個体の取扱い状況その

他必要な事項について報告を求めることができる。 

２ 町長は、第29条から前条までの規定の施行に必要な限度において、職員に、町内における指定外

来生物の個体の飼養等若しくは販売に係る施設に立入り、指定外来生物の個体、書類その他の物件

を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

３ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

４ 第１項及び第2項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。

(土地への立入り等) 

第37条 町長は、前条第１項の規定による指定外来生物の個体又は特定外来生物の防除に必要な限度

において、職員に、他人の土地に立入り、指定外来生物若しくは特定外来生物の個体の捕獲、採取

若しくは殺処分をさせ、又は指定外来生物若しくは特定外来生物の捕獲、採取若しくは殺処分の支

障となる立木竹を伐採させることができる。 

２ 町長は、職員に前項の規定による行為をさせる場合には、あらかじめ、その土地又は立木竹の所

有者又は占有者にその旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

３ 第１項の規定による行為をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があった

ときは、これを提示しなければならない。 

  



様式第９号（第19条関係） 
 

指定外来生物飼養等届出書 
年  月  日  

 竹富町長         様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
届出者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

飼 養 等 に 係 る 
指 定 外 来 生 物 

種 類  

飼養等をする 

数 量 
 

飼養等の開始日 年  月  日 

飼 養 等 の 目 的 
学術研究・展示・生業等の維持・愛玩または緩衝 
その他（                 ） 
 

飼 養等のた めの施設 
所 在 地  
構 造  
規 模  

飼 養 等 の 管 理 体 制 

施設の点検方法  

飼 養 等 が 
困難になった 
場 合 の 措 置 

 

運搬時逸失防止 
措 置 

 

備 考  

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 不要の文字は、抹消すること。 
３ 記名押印に代えて署名することができる。 
４ 「飼養等に係る指定外来生物」の欄には、次により必要な事項を記載すること。 

(１) 「種類」の欄には、飼養等をする指定外来生物の種名を記載すること。複数の種類の指
定外来生物の飼養等をする場合は、個々の種類ごとに届出書を作成すること。 

(２) 「飼養等をする数量」の欄には、飼養等をする指定外来生物の個体数をするものとする
が、指定外来生物が微生物である場合には、計算により概数を記載すること。 

(３) 「飼養等の開始日」の欄には、指定外来生物の飼養等を開始した日を記載すること。 
５ 「飼養等の目的」の欄には、該当する文字を○で囲んだうえで、目的を具体的に記載する
こと。その他を選択した場合には、括弧内に具体的目的を記載すること。 

６ 「飼養等のための施設」とは、飼養等のための檻、水槽、柵、人工池沼、温室、圃場等の
施設をいい、次により必要な事項を記載すること。 
(１) 「所在地」の欄には、飼養等の施設を設置する場所の住所の大字、地番等を記載するこ
と。 

(２) 「構造」の欄には、飼養等の施設の構造、材質等を記載すること。 
(３) 「規模」の欄には、飼養等の施設の規模（長さ×幅×高さ、水平投影面積、個数等）を
記載すること。 

７ 「飼養等管理体制」の欄には、次により必要な事項を記載すること。 
(１) 「施設の点検方法」の欄には、飼養等の施設の点検方法、点検頻度等を記載すること。 
(２) 「飼養等が困難になった場合の措置」の欄には、法人の解散等のやむを得ない事情によ
り飼養等をすることが困難になった場合の措置を記載すること。 

(３) 「運搬時逸失防止措置」の欄には、指定外来生物を運搬する場合について、運搬時の逸
失防止措置を記載すること。運搬することが想定されない場合は、その旨を記載すること。 

８ 「備考」の欄には、既に他の指定外来生物で届出をしている場合に、その種類及び届出年
月日を記載すること。 

９ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。 
(１) 飼養等の施設の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図 
(２) 飼養等の施設の位置及びその付近の状況を明らかにした縮尺5,000分の１以上の概況図及
びカラー写真 

(３) 飼養等のための施設の構造及び規模を明らかにした縮尺1,000分の１以上の平面図、立面
図、断面図及び構造図 



様式第１０号（第23条関係） 
 

指定外来生物飼養等廃止届出書 
年  月  日  

 竹富町長         様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
届出者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

飼 養 等 の 開 始 届 出 日 年  月  日 

飼 養 等 の 廃 止 日 年  月  日 

飼 養 等 の 廃 止 理 由  

飼 養 等 を し て いた個 体の 処分状 況  

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 不要の文字は、抹消すること。 
３ 記名押印に代えて署名することができる。 
４ 「飼養等の廃止理由」の欄には、飼養等をやめた理由を記載すること。 
５ 「飼養等をしていた個体の処分状況」の欄には、飼養等をしていた個体の処分方法または
譲渡先を具体的に記載すること。 



様式第１１号（第23条関係） 
 

指定外来生物飼養等届出事項変更届出書 
年  月  日  

 竹富町長         様 
 

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）    
届出者                            

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） ○印   

飼 養 等 の 開 始 届 出 日 年  月  日 

変 更 が 生 じ た 事 項  

変 更 が 生 じ た 日 年  月  日 

変 更 の 内 容  

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
２ 不要の文字は、抹消すること。 
３ 記名押印に代えて署名することができる。 
４ 「変更が生じた事項」の欄には、「指定外来生物飼養等届出書（様式第９号）」で届け出た
事項のうち、「届出者の住所・氏名」、「飼養等の目的」、「飼養等のための施設」の「所在地・
構造・規模」、又は「飼養等管理体制」の「施設の点検方法・飼養等が困難になった場合の措
置・運搬時の逸失防止措置」に変更があった場合について、その事項を記載すること。 

５ 「変更の内容」の欄には、変更が生じた事項について、変更点を具体的に記載すること。
また、飼養等のための施設の所在地、構造又は規模に変更がある場合は、その内容を明らか
にした変更図面及び写真を添付すること。 



様式第１２号（第26条関係） 

（表） 

竹富町野生動植物保護推進員証 

 写  真 

第     号  

住 所               

氏 名               

任 期   年  月  日から   

     年  月  日まで   

 上記の者は、竹富町自然環境保護条例（平成29年竹富町条例第10号）第49条第１項に規定する野生

動植物保護推進員であることを証明する。 

     年  月  日 

 

竹富町長        □印   

（裏） 

竹富町自然環境保護条例（抜粋） 

(野生動植物保護推進員) 

第49条 町長は、野生動植物の多様性の保全に熱意と高い識見を有する者のうちから、野生動植物

保護推進員(以下「推進員」という。)を委嘱することができる。 

２ 推進員は、次に掲げる活動を行う。 

(１) 野生動植物の多様性の保全に関する啓発をすること。 

(２) 野生動植物の個体の生息・生育の状況又はその生息・生育地の状況について調査をするこ

と。 

(３) 希少野生動植物の個体の所有者若しくは占有者又はその生息・生育地の土地の所有者若しく

は占有者に対して、希少野生動植物の保護に必要な助言をすること。 

(４) 野生動植物の保護に関する活動を行う者に対して、その活動の支援に必要な助言及び指導を

すること。 

(５) 野生動植物の多様性の保全のため国、県又は町が行う施策に必要な協力をすること。 

３ 推進員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。なお補欠の推進員の任期は前任者の

在任期間とする。 

４ 推進員が特別希少野生動植物の個体に関する調査で規則で定めるもののためにする捕獲等につ

いては、第24条の規定は適用しない。 

竹富町自然環境保護条例施行規則（抜粋） 

(野生動植物保護推進員) 

第26条 条例第49条第４項の規則で定める調査は、次に掲げるものとする。 

(１) 特別希少野生動植物の個体に関する研究又は教育を目的とする調査であって、あらかじめ町

長に届け出たもの 

(２) 特別希少野生動植物の個体の保護のための移動又は移植を目的とする調査であって、あらか

じめ町長に届け出たもの 

２ 町長は、推進員が、その職務の遂行に支障があるとき、その職務を怠ったとき、又は条例の規

定に違反し、その他推進員たるにふさわしくない非行があったときは、その推進員を解任すること

がある。 

３ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特別希少野生動植物の捕獲等をするときは、竹富

町野生動植物保護推進員証(様式第12号)を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

４ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特別希少野生動植物の捕獲等をしたときは、町長

が定めるところにより町長に報告するものとする。 

 

 


